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羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野及び羽曳野市立健康ふれあいの郷 

グラウンド・ゴルフ場指定管理者募集要項 
 

１．募集の目的 
 羽曳野市では、施設の設置目的を効果的に達成し、住民サービスの向上と経費の節減等を図る

ため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項、羽曳野市公の施設の指定管理者

の指定の手続等に関する条例（平成17年羽曳野市条例第30号）第３条、羽曳野市立道の駅しらと

りの郷羽曳野条例（令和３年羽曳野市条例第19号）第３条、羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウ

ンド・ゴルフ場条例（令和３年羽曳野市条例第19号）第２条の規定により、指定管理者の募集を

行います。 

 

２．募集方法及び対象施設の概要 
（１） 募集方法 

    募集にあたり、（２）「対象施設の概要」に掲げる①及び②の施設を一括して、総合的に 

管理運営を行う指定管理者を募集します。 

 

（２） 対象施設の概要 

①羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野 

     所在地    羽曳野市埴生野 975 番地の３ 

     登録年月日  平成 18年８月 10日 

     開場年月日  平成 19年６月 27日 

     施設規模   敷地面積  37,912 ㎡ 

     施設内容   指定管理料で管理を行う部分にある施設 

（簡易パーキングエリア以外にある施設） 

            ・第１駐車場 85台のうち普通小型車 36 台 

            ・第２駐車場 43台 

            ・第３駐車場 56台 

            ・多目的広場（92 台分の臨時駐車場として利用） 

            ・総合棟     鉄筋コンクリート 106.5 ㎡ 

            ・トイレ棟    鉄骨 105 ㎡ 

            ・しらとりの広場 鉄骨 180.08 ㎡ 

            ・イベント広場  111.89 ㎡ 

・ぶどう棚棟   鉄骨 100 ㎡ 

            ・バーベキューエリア  29 サイト（30㎡×29 サイト） 

            ・ドッグラン（タケダハムわんパークしらとり） 

            ・農産物直売所（あすかてくるで）敷地 1,660 ㎡ 

             （土地は羽曳野市が所有、建物は大阪南農業協同組合が所有） 

            ・商工物産館（タケル館）  敷地 1,216 ㎡ 

             （土地は羽曳野市が所有、建物は羽曳野市商工会が所有） 

            ・精肉店（玩味）  敷地 203.03 ㎡ 

（土地は羽曳野市が所有、建物は南大阪食肉卸商業協同組合が所有） 

             ※農産物直売所（あすかてくるで）、商工物産館（タケル館）及び精

肉店（玩味）は指定管理部分から除く。 
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指定管理とは別で管理業務委託契約を行う施設（予定）3,673 ㎡ 

（簡易パーキングエリア内施設） 

・第１駐車場 85 台の内のうち大型車４台、普通小型車 42 台、 

身障者用２台、急速充電器１台 

・24 時間トイレ施設 鉄筋コンクリート 120 ㎡ 

トイレ 24 器（男子〈小〉10 器〈大〉３器、 

女子 10 器、身障者用１器） 

・休憩情報案内施設 鉄筋コンクリート 104.71 ㎡ 

 

    ②羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場 

所在地    羽曳野市羽曳が丘９丁目35－１ 

開場年月   平成22年４月 

敷地面積   14,721㎡ 

建物面積   管理棟 木造：建築面積117㎡ 延床面積103㎡ 

芝生面積   8,450㎡ 

駐車場    63台（うち、身障者用駐車スペース２台） 

駐輪場    30台 

 

３．指定管理者が行う業務 
（１）管理施設等の維持管理に関すること。 

（２）管理施設の利用承認に関すること。 

（３）業務報告に関すること。 

（４）管理施設の利用に係る利用料金の徴収に関すること。 

（５）利用者の安全確保に関すること。 

（６）道の駅しらとりの郷羽曳野を利用しての地域交流の促進、地域情報の受発信及び地域産業

振興の場の提供に関すること。 

（７）グラウンド・ゴルフ場管理施設を利用したスポーツの普及・振興に関する業務（指定管理

者の自主事業）及び教育委員会などからの委託事業に関すること。 

（８）その他管理運営に関し必要なこと。 

業務の細目は、羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野指定管理者業務仕様書及び羽曳野市立健

康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場指定管理者業務仕様書のとおり 

 

４．指定期間 
①羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野 

令和９年４月１日から令和 14年３月 31日まで（５年間） 

②羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場 

令和９年４月１日から令和 12年３月 31日まで（３年間） 

 

※指定期間内であっても、管理を継続できないと判断するときは、指定の取消し等の措置を 

行うことがあります。 

 

５．指定管理料（委託料） 

（１）指定管理業務に係る経費は、会計年度（４月１日から翌年３月 31日まで）毎に支払わ 

れます。 

 

（２）指定管理者の募集にあたり、あらかじめ次の指定管理料上限額（２施設指定期間総額）を 

設定します。 
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指定管理料上限額（２施設指定期間総額） １９０，９１９千円 

 

※上記の額には消費税及び地方消費税(現行の10%)を含んでいますので、指定管理料の

提案額も同様に消費税及び地方消費税(現行の10%)を含め、ご提案願います。なお、

消費税率改定後の取扱いは、別途、市と指定管理者双方で協議し、適切に措置するこ

ととします。 

※指定期間の各年度末決算時において、管理運営経費、利用料金収入予定額に過不足が

生じた場合でも、原則として精算は行いません。（ただし、修繕費は除く。） 

※収支予算書（様式第３号）において、指定管理料が上記の指定管理料上限額（２施設

指定期間総額）を上回っている場合は、失格とします。事業計画書（様式第２号）の

内容と整合を図りつつ、指定管理料上限額（２施設指定期間総額）を超えない範囲

で、指定管理料を提案してください。 

    ※指定管理料＝管理運営経費＋消費税－利用料金収入予定額－その他収入 

※指定管理料を下げるために、自主事業収入を算入する提案は可能です。ただし、自主

事業にかかる経費は施設管理経費に算入することはできません。 

※収支予算書の作成に当たり、利用料金収入を算出する際は、申出時点の羽曳野市立道

の駅しらとりの郷羽曳野条例及び羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場

条例に定める金額の範囲内で利用料金を検討の上、算出してください。 

 

６．申出の手続き 

（１）応募資格 

大阪府内に事業所若しくは営業所又は事務所を有し、指定期間中、安全円滑に対象施設

を管理運営できる法人その他の団体（以下「法人等」という。）とします。個人での応募

はできません。なお、法人等又はその代表者が次のいずれかに該当するときは、応募でき

ません。 

 ①法律行為を行う能力を有しないもの 

    ②地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当するもの 

    ③羽曳野市競争入札参加資格者に対する指名停止基準による指名停止を現に受けている 

もの 

 ④地方自治法第244条の２第11項の規定による指定の取消しを受けたことがあるもの

（本市の取消しに限定しない。） 

    ⑤地方自治法第92条の２（議員の兼業禁止）及び第142条（長の兼業禁止）又は第180条  

の５第６項（委員の兼業禁止）の規定中、「請負」を「請負（指定管理者に係る業務

を含む。）」とみなした場合に、その規定に抵触するもの 

    ⑥国税又は地方税を滞納しているもの 

 ⑦会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申立てがあ

るもの、又は民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始

の申立てがあるもの 

 ⑧役員が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以

下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員又は羽曳野市暴力団排除 

条例（平成24年羽曳野市条例第17号。以下「暴排条例」という。）第２条第３号 

に規定する暴力団密接関係者となっているもの 

なお、本事項については、大阪府羽曳野警察署に照会する場合があります。 

 

（２）複数の法人等で応募する場合 

複数の法人等でグループを構成して応募する場合は、次の事項について留意してくださ

い。 

※「２者以上のグループ」の例として、維持管理を行う法人等、警備を行う法人等、 

スポーツ事業などを行う法人等、それぞれ得意分野を活かして施設の管理運営に参 
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加する形態が考えられます。 

    ①代表団体を選出し、羽曳野市との連絡については代表団体が行ってください。 

 ②グループには適切な名称を付け、その名称で応募してください。ただし、申出書の記 

  名押印などについては、参加者全員が行ってください。 

    ③グループの構成員のいずれかが、６（１）「応募資格」の①～⑧のいずれかに該当する

場合は、応募することができません。 

    ④グループの代表団体については、大阪府内に事業所、営業所又は事務所（以下「事業

所等」といいます。）を有している法人その他団体とします。 

⑤代表団体以外の構成員については、事業所等の所在地が他府県でも構いません。 

 

（３）提出書類 

次の書類について、正本１部及び副本８部（※正本と同様の提出書類が綴られた副本１

部と、提出書類のうち②、⑤、⑥、⑦、⑧、⑩を抜粋して綴った副本７部）（複写可）を提

出してください。 

また、グループで応募される場合、提出書類中①及び⑧以外については、構成員それぞ

れについて提出してください。 

なお、抜粋して綴られた副本７部については社名、商標マーク等は記入しないで下さい。 

 

提出書類 様式 

① 羽曳野市指定管理者指定申出書 様式第１号 

② 定款、規約その他の書面 任意様式 

③ 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書 各種証明書 

④ 納税証明書（直近１年分） 

※申出を行う日前 60 日以内に交付されたものに限る。 

・管轄税務署長が未納がないことを証明する納税証明書 

法人－法人税・消費税（その３の３） 

個人－所得税・消費税（その３の２） 

・管轄府税事務所長が未納がないことを証明する納税証明書 

法人－法人事業税 

個人－個人事業税 

・市税完納証明 

法人－法人市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税 

個人－市府民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税 

※法人格を有する団体の場合、団体代表者個人の納税証明も

必要です。 

各種証明書 

⑤ 業務経歴書 任意様式 

⑥ 

法人等の事業報告書及び収支決算書その他団体の財務状況が

わかる書類（貸借対照表、損益計算書、正味財産増減計算書、

収支決算書またはこれらに類するもの）（直近２ヵ年度分） 

任意様式 

⑦ 法人等の事業計画書及び収支予算書（令和８年度分） 任意様式 

⑧ 
指定を受けようとする公の施設の管理運営に関する事業計画

書及び収支予算書（令和９年度以降指定期間分） 

様式第２号 

様式第３号 

⑨ 役員名簿 様式第４号 

⑩ 
法人等の組織及び運営に関する事項を記載した書類（組織図、

経営理念・方針などを記載した書類又はこれらに類する書類） 
任意様式 

⑪ 法人等又はその代表者が、応募資格を持たない者に該当しな 様式第５号 
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い旨の申立書 

⑫ 
選定結果通知用封筒（選定結果の送付先を明記し、110円切手

を貼付したものを１通） 
 

 

※グループで応募される場合は、次のア・イ・ウの書類（様式任意）を提出してください。 

   

ア 『グループ構成員届出書』 

   記載内容 グループの名称（例．「○○○・△△△共同企業体」）、全ての構成員（所在地、

名称、代表者氏名）を記載のうえ、いずれが代表団体か明示してください。な

お、すべての構成員の押印をお願いします。（※①羽曳野市指定管理者指定申出

書の団体名はグループ名を、所在地、代表者名、連絡先については代表団体の

それを記載してください。） 

   提出部数 正本１部 写し１部（社名部分を空白にする必要はありません。） 

   

イ 『委任状』 

   記載内容 宛先を羽曳野市長、羽曳野市教育委員会としてください。また、グループの代

表者を受任者、各構成員を委任者とし、それぞれの所在地、名称、代表者名を

記載のうえ、押印してください。 

   委任事項 指定管理者候補者の指定の申出に関する事項 

        申出書等の提出及び協定の締結に関する事項 

        経費の請求及び受領に関する事項 

        その他、指定管理業務に関する事項 

        など、適宜委任事項を明示してください。 

   提出部数 正本１部 写し１部（社名部分を空白にする必要はありません） 

   

ウ 『共同企業体協定書又はこれに相当する書類』 

   記載内容 グループの名称、所在地 

グループの代表者 

グループの設立及び解散の時期 

グループの構成員ごとの担当業務と構成員間の連携 

        グループの構成員の責任分担割合 

        市からの指定管理料の分担受領割合 

        グループの構成員が業務不履行の場合の対応 

        グループの代表者及び構成員の変更 

        指定期間中における構成員の破産又はグループの解散時の対応 

        グループの解散後の瑕疵担保責任 

        上記については必須とし、その他適宜、協定事項を明示してください。 

   提出部数 正本１部 写し８部（うち、７部は社名がわかる部分を空白にしてください。） 
 

（４）配布及び提出場所 

〒583－8585 羽曳野市誉田４丁目１番１号 

羽曳野市土木部道路公園課（羽曳野市役所本館２階） 

TEL：072-958-1111 （内線：2226）FAX：072-958-8070 

E-mail：douro@city.habikino.lg.jp 

羽曳野市ホームページアドレス：https://www.city.habikino.lg.jp/ 

 

（５）配布期間 

募集要項の窓口での配布は、令和８年８月 10 日（月）から令和８年９月４日（金） 

まで（土・日曜日・祝日を除く。）の午前９時から午後５時までとします。 
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なお、令和８年９月４日（金）まで市のホームページから募集要項等のダウンロードがで

きます。 

 

（６） 現地説明会 

募集施設の現地説明会を次のとおり開催しますので、参加を希望する場合は、令和８年

８月10日（月）から令和８年８月20日（木）までの午前９時から午後５時までに、６の

（４）の「配布及び提出場所」に記載する場所へ「現地説明会参加申込書（様式第６

号）」に必要事項を記入の上、電子メール又はファクシミリで提出して下さい。 

①説明会日時  令和８年８月24日（月） 午後４時より順次 

②説明会場所  羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野及び羽曳野市立健康ふれあいの

郷グラウンド・ゴルフ場 

※羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野での説明会後、羽曳野市立健康ふれあいの郷

グラウンド・ゴルフ場へ移動し、再度、説明会を実施します。 

なお、現地までの移動及び実費負担については、各自でお願いします。 

当日は開催５分前までにお越しください。また、本募集要項をご持参ください。 

     ※説明会での業務仕様等に関する質問の受付及び回答は行いません。 

 

（７）質問の受付など 

①質問の受付 

受付期間   令和８年８月25日（火）から令和８年９月４日（金）までの午前９時か

ら午後５時までとします。 

    受付方法   募集要項に関する「質問票（様式第７号）」に必要事項を記入の上、電

子メール又はファクシミリで提出して下さい。 

 ※電話など口頭による質問の受付及び回答は一切しませんのでご了承下

さい。 

   ②質問の回答 

質問の回答は、羽曳野市ホームページに掲載します。（質問者個々には回答しませんの 

で、あらかじめご了承下さい。回答は、上記の方法で確認して下さい。また、公表事項

は質問内容及びその回答とし、質問者名は表示しません。） 

回答予定日  令和８年９月11日（金） 

 

（８）提出（申出）にあたっての留意点 

   ①一応募者につき一提案に限らせていただきます。また、グループの構成員は、他のグル

ープの構成員となり、又は単独で応募を行うことはできません。 

   ②提出された書類は、返却しません。 

③提出書類は、やむを得ない場合を除き、原則としてＡ４版とし、１部ごとにファイル

（縦型）などに綴じて応募者名を記入し提出して下さい。またインデックスで書類名を

示して下さい。 

④必要に応じて追加資料を求めることがあります。また、提出された事業計画書等の電子

メールでの送信を求めることがあります。 

⑤本件の応募に関し、羽曳野市指定管理者選定等委員会委員及び本件業務に従事する職

員、関係者に対する接触を禁じます。接触の事実が認められた場合は、失格とすること

があります。 
   ⑥提出書類の著作権は申出者に帰属しますが、羽曳野市が指定管理者の選定の公表等に必

要な場合には、羽曳野市は申出書類の著作権を無償で利用できることとします。 

   ⑦提出書類は、羽曳野市情報公開条例（平成 12 年羽曳野市条例第 42 号）に定めるところ

により、公開する場合があります。 
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（９）提出期間及び提出方法 

提出期間  令和８年９月16日（水）から令和８年９月25日（金）まで（土・日曜日・祝

日を除く。）の午前９時から午後５時までとします。 

提出方法  持参による提出とします。 

「羽曳野市指定管理者指定申出書（様式第１号）」に所要事項を記入の上、

必要書類を添えて提出期間に持参すること。 

なお、持参以外の受付は行いません。 

 

（10）留意事項 

   ①費用の負担 

    応募に関し必要な費用は、応募者の負担となります。 

   ②提供した資料の取り扱い 

羽曳野市が提供した資料などは、応募に係る検討以外の目的に利用することを禁じま

す。また、この検討の目的の範囲内であっても、承諾を得ることなく、第三者に対しこ

れを利用させ、または内容を提示することを禁じます。 

   ③提出書類の変更の禁止 

    応募にあたって提出した書類の提出期限後における差し替え及び再提出は認めません。 

   ④選定審査対象外 

    次の要件のいずれかに該当した場合は、審査の対象から除外します。 

ア 提出書類に虚偽の記載があった場合 

イ 提出期限までに必要な書類が揃わなかった場合 

ウ 指定管理料の上限額を上回っている場合 

エ 代表者又は役員が暴対法第２条第６号に規定する暴力団員又は暴排条例第２条第３

号に規定する暴力団密接関係者であることが判明した場合 

    オ その他不正行為があった場合 

 

７．指定管理者の指定及び指定後の手続きなど 

（１）指定管理者の候補者の選定 

①選定時期  令和８年10月上旬～下旬 

 

②選定機関 

指定管理者は、識見を有するもの等で構成される羽曳野市指定管理者選定等委員会に

おいて、申出団体の中から施設の設置目的を効果的に果たすことができる団体を候補

者として選定し、その結果を基に市長が最終的な候補者の決定を行います。 

 

③選定方法 

選定にあたっては、書類審査及び面接審査により、総合的に審査します。面接審査は、

申出団体が１者であっても実施します。 

ア 書類審査 

     申出団体からの提出書類について、審査基準に基づき項目ごとに仮採点します。 

イ 面接審査 

プレゼンテーション（15分）及び質疑応答（15分）を行い、書類審査による 

仮採点を必要に応じて修正し、点数を確定します。 

実施日は、10月中旬～下旬を予定しています。 

     
④審査基準 

     指定管理者の候補者の選定は、次頁の審査基準（配点）に基づき行います。 
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条例規程項目 審査項目 審査の視点 配点 参照書類 

羽曳野市公の

施設の指定管

理者の指定の

手続等に関す

る条例（以下

「条例」とい

う。）第５条 

第１項 

第１号 

管理運営 

方針等 

管理運営方針 
施設の設置目的を理解し、その達成に向けた

管理運営の基本方針が立てられているか。 
５ 

事業計画書 

平等利用の確保及び

社会的弱者への配慮 

住民の平等利用の確保に対する姿勢が示さ

れているか。また、高齢者、障がい者、小さな

子どもなど社会的弱者に対する配慮がなされ

ているか。 

５ 

関係法令等の遵守 

指定管理者として要求される個人情報保護、

情報公開、その他関係法令等の遵守の徹底

に向けた考え方や具体的な措置・体制が適切

か。 

５ 

環境への配慮 

省資源、省エネルギー、リサイクルの推進等に

ついての考え方や取組み状況が記載されて

いるか。 

５ 

条例第５条 

第１項 

第２号 

効果的・効率

的な施設運営 

地域住民や関係団体と

の連携 

地域住民、各種関係団体等との連携に対する

考え方や取組みは適切か。 
５ 

広報・ＰＲ活動及び利用

率・利用者サービス向

上策 

利用者にとって必要な情報の提供や、利用促

進に効果的な広報・ＰＲの取組みになっている

か。また、利用率・利用者サービス向上のため

の具体的な提案がなされているか。 

５ 

利用者意見の把握と反

映 

利用者意見・要望を把握し、反映させる仕組

みが適切か。 
５ 

自主事業 

自主事業の内容が、施設の利用を促進し、施

設の設置目的を達成するような提案となって

いるか。また、その収支計画は適切か。 

５ 

苦情対応 
苦情、要望、トラブルへの対応の考え方や方

策が適切か。 
５ 

収支計画及び経費の

縮減 

施設管理・事業運営に関する収支計画は適

切か。また、経費縮減に向けた具体的な対策

や工夫を講じているか。 

５ 
事業計画書 

収支予算書 

指定管理料 
市が示す上限額と候補者の提案額を比較し、

削減率に応じて得点を付与する。（※1） 
20 

条例第５条 

第１項 

第３号 

業務遂行能力 

財務状況及び組織規

模 

指定期間中、安定した管理を行うのに十分と

いえる組織規模及び実務能力（経営体力）が

あるか。（※2） 

５ 

損益計算書 

貸借対照表 

      等 

人員配置計画 

効率性と安全性を両立した人員配置・勤務体

制となっているか。障害者法定雇用率の達成

等、障害者等就職困難者への雇用促進の取

組みは適切か。 

５ 

事業計画書 

人材育成についての考

え方及び研修計画 
人材育成の考え方及び研修計画は適切か。 ５ 

危機管理、緊急時の対

策及び日常の安全管

理 

緊急時・事故発生時などにおける危機管理対

策に加え、日常の利用者の安全確保や事故

防止策が具体的に示されているか。 

５ 

施設の維持管理の内容

及び手法 

施設・設備の維持管理、衛生管理、管理保守

点検業務の考え方や方法は適切か。また、再

委託する業務及び委託先は妥当か。 

５ 

類似施設の管理実績 
類似施設の管理実績はあるか。また、成果を

あげているか。 
５ 

合  計 100 点 
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≪採点基準≫ 

 

 

 

 

（※1）指定管理料の配点については、次に記載のとおり。市が示す上限額と指定管理料の提案額

を比較し、削減率に応じて付与します。 

 

 ＜削減率＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪財務状況の採点基準≫ 

（※2）財務状況の配点については、次に記載のとおり。自己資本比率に応じて点数を付与しま

す。さらに補完指標として①「赤字の有無」と②「流動指標」を用いて減算し、計算結果が

マイナスとなった場合は、０点とします。 

配点 

自己資本比率 

40％以上 
30％以上 

40％未満 

20％以上 

30％未満 

10％以上 

20％未満 
10％未満 

５点 ５点 ４点 ３点 ２点 ０点 

 

補完指標 

① 赤字の有無 

直近の事業年度は黒字、

または赤字だが連続 

していない 

直近の事業年度を含め、

２期連続赤字である 

点数に影響無し －１点 

② 流動指標 
100％以上 100％未満 

点数に影響無し －１点 

 

⑤合格基準 

ア 総合計点は100点満点とし、全委員の平均点で総合評価を行います。 

イ 合格基準は、指定管理料の配点（20点）を除く合計点が48点以上であることと 

します。 

    ウ 申出団体が１者であっても、合格基準に達しない場合は、「候補者なし」とします。 

エ 審査にあたり、あらかじめ指定管理料の上限額が設定されています。もし、指定管

理料上限額（指定期間総額）を上回っている場合は、他の項目の評価に関わらず失

格とします。 

配点 大変よい よい 普通 やや不十分 不十分 

５点 ５点 ４点 ３点 ２点 ０点 

配 点 20 点 

削減率 点 数 削減率 点 数 

0％以上  0.5%未満 ０点 5.5%以上 6.0%未満 11 点 

0.5%以上 1.0%未満 １点 6.0%以上 6.5%未満 12 点 

1.0%以上 1.5%未満 ２点 6.5%以上 7.0%未満 13 点 

1.5%以上 2.0%未満 ３点 7.0%以上 7.5%未満 14 点 

2.0%以上 2.5%未満 ４点 7.5%以上 8.0%未満 15 点 

2.5%以上 3.0%未満 ５点 8.0%以上 8.5%未満 16 点 

3.0%以上 3.5%未満 ６点 8.5%以上 9.0%未満 17 点 

3.5%以上 4.0%未満 ７点 9.0%以上 9.5%未満 18 点 

4.0%以上 4.5%未満 ８点 9.5%以上 10.0%未満 19 点 

4.5%以上 5.0%未満 ９点 10.0%以上 20 点 

5.0%以上 5.5%未満 10 点  
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（２）指定管理者の候補者の選定結果の通知及び公表 

 ①指定管理者の候補者の選定は、令和８年11月上旬の予定です。 

②選定結果は、申出団体に対し、書面により通知します。 

③候補者の選定後、選定した指定管理者の候補者名及び審査内容の概要について公表 

します。また、候補者とならなかった申出団体についても、団体名をふせて、その審査

内容の概要について公表します。 

 

（３）指定管理者の指定 

指定管理者の指定には、羽曳野市議会の議決が必要になります。 

上記７（１）「指定管理者の候補者の選定」で選定した法人等を指定管理者の候補者とし

て、羽曳野市議会へ提案し、議決された後、指定管理者を指定します。 

ただし、指定管理者の候補者が本要項２ページ、６（１）に規定する応募資格が無いと

き、又はそのことが判明したときは、指定管理者の候補者の決定を取り消し、羽曳野市議

会への提案を行わないものとします。 

 

（４）協定書の締結及び協定関連事項 

   ①協定書の締結 

    令和９年１月～４月 

羽曳野市と指定管理者は、指定期間全体に及ぶ事項については基本協定、委託料のよう

に毎年度取り決めるべき事項については、年度協定として締結します。協定を締結する

指定管理者は、申出書と同一の法人等に限ります。 

   ②協定の主な内容は、次の事項を予定しています。 

○基本協定 

ア 協定の目的 

     イ 業務の範囲（内容） 

ウ 事業報告書の提出 

（記載項目）市への報告、提出期限など  

（報告書の内容）管理業務の実施状況、利用状況（利用者数・利用拒否等の件

数・理由等）、利用料金収入の実績、管理に要した経費等の収

支の状況、提出期限など 

エ 指定期間 

オ 事業計画の内容 

カ 利用の承認に関する事項 

キ 利用料金に関する事項 

ク 管理に要する費用に関する事項 

ケ 施設内の物品の所有権の帰属 

コ 設備等の損傷又は滅失に関する取扱い 

サ 市による指示、検査等 

シ 業務上知り得た情報の漏洩防止（守秘義務） 

ス 個人情報の取扱い（保護） 

セ 人権研修の実施 

ソ 情報公開に関する事項 

タ 障害者等就職困難者の雇用促進の取組み 

チ 管理業務の停止 

ツ 指定管理者終了時の原状回復 

テ 指定の取消し等（指定解除の手続き） 

ト 指定の取消し等により生じた損害に対する市長の免責 

ナ 不服申立ての取扱い 
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ニ 損害賠償 

ヌ 再委託の禁止（再委託可能業務の範囲） 

ネ リスクの分担（危険負担） 

ノ 施設利用料等徴収事務委託仕様書 

ハ その他施設ごとの固有の管理条件 

ヒ その他管理業務の実施にあたって必要な事項 

○年度協定 

ア 協定期間 

イ 当該年度の事業の実施に関する事項 

ウ 指定管理料の支払い方法 

エ 指定管理料の額（算定方法） 

オ 維持補修等の経費負担区分 

カ その他管理業務の実施にあたって必要な事項 

 

③誓約書の提出 

指定管理料の金額が年間 500 万円以上となる場合、指定管理者は、暴力団員及び暴

力団密接関係者でない旨を表明した誓約書（様式第８号）を羽曳野市に提出すること

が必要です。 

また、指定管理者が第三者に再委託する場合、又は修繕、役務の提供、物品の購入 

その他の業務を契約する場合において、その契約金額が年間 500 万円以上となるとき、 

指定管理者は、第三者より、同誓約書を徴取し、羽曳野市に提出することが必要です。 

 

（５）引継ぎ 

   ①指定期間前（令和９年３月 31日以前）の事務引継ぎ 

指定期間の始期から支障なく指定管理業務が実施できるよう、引継ぎを必要に応じ、随

時行うものとします。なお、引継ぎに係る必要な費用は、指定管理者の負担となりま

す。（８「スケジュール」を参照） 

②指定期間満了前（令和 14 年（グラウンド・ゴルフ場においては令和 12 年）１月～３月）

の事務引継ぎ 

    必要に応じて、次期指定管理者などとの事務引継ぎをお願いします。 

 

（６）指定後の取消し 

   指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、指定管理者の指定の

議決後においても、協定を締結しないこととします。 

①提出書類に虚偽の記載があったとき。 

②正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。 

③経営状況の急激な悪化あるいは管理体制が整わないなどにより、指定管理者が行う業務の

履行が確実でないと認められるとき。 

④本要項２ページ、６（１）に規定する応募資格が無いとき。 

  ⑤その他不正行為があったとき。 
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８．スケジュール 

募集から指定までのスケジュール（予定） 

項目NO 内容 とき 

６（５） 

募集要項等の窓口配布 

※令和８年９月４日まで、市のホー

ムページから募集要項等のダウン

ロードができます。 

令和８年８月10日～ 

令和８年９月４日 

６（６） 現地説明会の申込み 
令和８年８月10日～ 

令和８年８月20日 

６（６） 現地説明会 令和８年８月24日 

６（７）① 質問票の受付 
令和８年８月25日～ 

令和８年９月４日 

６（７）② 質問票の回答予定日 令和８年９月11日 

６（９） 申出書等の提出期間 
令和８年９月16日～ 

令和８年９月25日 

７（１） 指定管理者の候補者の選定時期 令和８年10月上旬～下旬 

７（２） 審査結果の通知及び候補者の決定 令和８年11月上旬 

７（３） 指定管理者の指定 
令和８年第４回定例市議会議決以後

の日（令和８年12月予定） 

７（４） 基本協定書の締結 令和９年１月～３月 

７（５） 引継ぎ 令和９年３月31日以前 

 年度協定書の締結、業務開始 令和９年４月１日 

 

９．参考資料 
 ア 添付資料 

  ①現在の利用料金一覧・・（資料１） 

  ②過去３年間の収支決算及び利用状況・・（資料２） 

 イ 閲覧資料 

  ①施設の備品一覧 

②施設の図面 

  閲覧期間 令和８年８月10日（月）から令和８年９月４日（金）まで（土・日曜日・祝日を

除く。） 

午前９時から午後５時まで 

  閲覧場所 羽曳野市土木部道路公園課 

羽曳野市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習スポーツ課 

 

 

10．問い合わせ先 
〒583-8585 羽曳野市誉田４丁目１番１号 

羽曳野市土木部道路公園課（羽曳野市役所本館２階） 

TEL：072-958-1111 （内線：2226） 

FAX：072-958-8070 
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〒583-8585 羽曳野市誉田４丁目１番１号 

羽曳野市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習スポーツ課（羽曳野市役所別館３階） 

TEL：072-958-1111 （内線：4411） 

FAX：072-956-7196 
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羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野 

指定管理者業務仕様書 
 

羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲は、こ

の仕様書による。 

 

１．趣旨 

 この仕様書は、羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野条例（令和３年羽曳野市条例第１９

号）、羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野条例施行規則（平成１９年羽曳野市規則第３５

号）に定めるもののほか、指定管理者が行う業務の詳細について定めるものとする。 

 

２．本施設の管理業務に関する基本方針 

  本施設の管理運営に当たっては、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）の規定に基づき、

次の基本方針に沿って行うこと。 

（１）施設利用者の安全確保を第一とすること。 

（２）適宜巡回し、利用状況の適否等につき監視するとともに、不審者等の発見及び排除に努

めること。 

（３）施設、工作物及び備品等について定期的に点検し、修理や取り替え等について適切な措

置を講じること。 

（４）施設利用者の公平性を確保すること。 

（５）施設利用者に対しては、親切丁寧を旨とし、対応に十分注意すること。 

（６）施設の効率的・弾力的運営を行うこと。 

（７）利用者や地域住民のニーズを常に把握し、適切な広報を行うなど、施設の利用促進を積

極的に図ること。 

（８）施設利用者にとって快適な施設であるよう努めること。 

（９）魅力ある事業を実施し、市民サービスの向上に努めること。特に、本施設は令和９年度

に開設 20 周年を迎えることから、更なる利用促進を目的とし、広域的な利用も含めた事

業の展開を図ること。 

（10）施設の従事職員の資質や技能向上のため、人権、接遇、危機管理等各種の研修及び指導

教育を定期的に行うこと。 

（11）個人情報の保護を徹底すること。 

（12）情報公開を積極的に推進すること。 

（13）指定管理者が本施設の管理運営に係る各種規定等を作成する場合は、羽曳野市と協議を

行うこと。 

（14）災害時及び緊急時の体制を確保すること。 

（15）障害者等就職困難者の雇用促進に取り組むこと。 

（16）ゴミ減量化や省エネルギ－の推進、ＣＯ２削減等環境に配慮した運営を行うこと。 

 

３．本施設の概要 

施設の名称  羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野 

    所在地    羽曳野市埴生野 975 番地の３ 

    登録年月日  平成 18 年８月 10 日 

    開場年月日  平成 19 年６月 27 日 

    施設規模   敷地面積  37,912 ㎡                                             

    施設内容    

            ・第１駐車場 85台のうち普通小型車 36 台 

            ・第２駐車場 43台 

            ・第３駐車場 56台 

            ・多目的広場（92 台分の臨時駐車場として利用） 

            ・総合棟     鉄筋コンクリート 106.5 ㎡ 
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            ・トイレ棟    鉄骨 105 ㎡ 

（男子〈小〉４器 〈大〉３器  

女子 ４器、身障者用１器） 

            ・しらとりの広場 鉄骨 180.08 ㎡ 

・イベント広場  111.89 ㎡ 

            ・ぶどう棚棟   鉄骨 100 ㎡ 

            ・バーベキューエリア  29 サイト（30㎡×29 サイト） 

                        ・ドッグラン（タケダハムわんパークしらとり） 

            ・農産物直売所（あすかてくるで） 敷地 1,660 ㎡ 

                         土地は羽曳野市が所有 

                         建物は大阪南農業協同組合が所有 

            ・商工物産館（タケル館） 敷地 1,216 ㎡ 

                         土地は羽曳野市が所有 

                         建物は羽曳野市商工会が所有 

・精肉店（玩味）     敷地 203.03 ㎡ 

土地は羽曳野市が所有 

建物は南大阪食肉卸商業協同組合が所有 

※農産物直売所（あすかてくるで）、商工物産館（タケル館）及び

精肉店（玩味）は指定管理部分から除く。（別紙 管理区域図の

とおり） 

 

           指定管理とは別で管理業務委託契約を行う施設（予定）3,673 ㎡ 

（簡易パーキングエリア内施設） 

            ・第１駐車場 85台の内のうち大型車４台、普通小型車 42台、 

身障者用２台、急速充電器１台 

            ・24 時間トイレ施設 鉄筋コンクリート 120 ㎡ 

トイレ 24器（男子〈小〉10 器〈大〉３器、 

女子 10 器、身障者用１器） 

            ・休憩情報案内施設 鉄筋コンクリート 104.71 ㎡ 

          

４．休場日及び開場時間 

（１）休場日   木曜日及び年末 12月 31 日から翌年の１月５日までとする。 

        ただし、指定管理者が、市民サービスの向上、利用者の利便性の向上に有効

と判断するときは、市長の承認を得て、臨時に開場することができる。 

（２）開場時間  本施設の場内施設のうち、開場時間は以下のとおりとする。 

ただし、指定管理者が、市民サービスの向上、利用者の利便性の向上に有効

と判断するときは、市長の承認を得て、臨時に開場時間の変更をすることが

できる。 

午前９時 30 分から午後６時まで 

総合棟、バーベキュー広場、しらとりの広場（予定）、イベント広場（予定） 

午前９時 30 分から午後４時 30分まで 

ドッグラン 

 

５．利用料金 

  利用料金の額は、羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野条例に記載の額の範囲内におい

て、あらかじめ指定管理者が市長の承認を得て定めるものとする。 

 

６．指定期間 

  令和９年４月１日から令和 14年３月 31日までとする。（５年間） 

なお、指定期間内であっても、管理を継続できないと判断するときは、指定を取り消す
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ことがある。 

 

７．法令等の遵守 

  本施設の管理に当たっては、本仕様書のほか、関係法令・市条例等を遵守し、適正な管

理を行うこと。 

  なお、管理を行うにあたり遵守する法令等は以下のとおりである。 

（１）羽曳野市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成17年羽曳野市条例

第30号） 

（２）羽曳野市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成17年羽曳

野市規則第46号） 

（３）羽曳野市指定管理者制度導入指針 

（４）羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野条例 

（５）羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野条例施行規則 

（６）羽曳野市財務規則（平成５年羽曳野市規則第24号） 

（７）羽曳野市行政手続条例（平成13年羽曳野市条例第27号） 

（８）羽曳野市情報公開条例（平成12年羽曳野市条例第42号） 

（９）羽曳野市公文書管理規程（令和７年羽曳野市訓令第２号） 

（10）羽曳野市暴力団排除条例（平成24年羽曳野市条例第17号） 

（11）羽曳野市暴力団排除条例施行規則（平成24年羽曳野市規則第16号） 

（12）その他関係法令 

 

８．施設の維持管理に関する業務 

（１）施設、設備等の維持及び管理 

  ア 施設、設備の維持及び管理（保守管理業務に係る詳細は別表１のとおり） 

① 利用者が安全かつ快適に利用できるよう、適切な施設の案内、不審者・不審物 

及び危険箇所の排除や混雑時の入場制限等秩序の維持、衛生的環境の向上並びに火

災盗難等の事故・事件の予防などの徹底に努めること。 

② 指定管理者は、施設、設備及び備品の定期・定時の点検や巡回等を通じて、不具合等

の早期発見をはじめ適正管理に努めるものとする。 

また、施設、設備及び備品（以下「施設、設備等」という。）に破損・故障等の不具

合が生じたときには、当該修繕にかかる費用の多少にかかわらず、その都度、速やかに

羽曳野市に報告するとともに、修繕実施の要否を協議し、決定するものとする。業者選

定にあたっては、安全性、費用面双方の観点から十分に精査した上で実施すること。 

この他、指定管理者は、毎月終了後、速やかに前月の修繕実績及び施設、設備等にお

ける不具合等留意事項を書面にて羽曳野市に報告するものとする。 

③ 指定管理者が行う修繕は、１件あたり20万円以下のものとし、当該修繕の年度内累計

額が100万円（余剰金については精算）に達するまでは管理運営経費として、指定管理者

が指定管理者の費用と責任において実施するものとする。 

また、年度の途中において、当該累計額を超過する見通しとなったときには、速やか

に羽曳野市と、年度末までの執行についての対応を協議するものとする。なお、特別な

施設の修繕、建物の設備の更新等に係る事項については、別途、羽曳野市と協議し、密

接な連携の下での円滑な管理運営に資することとする。 

④ 指定管理者の費用で管理に必要として調達した備品（下記「イ備品管理」の②後段

に該当するもの）の不具合に伴う修繕等機能回復にかかる費用は、指定管理者が負担

するものとする。 

 イ 備品管理（備品は別途掲示） 

① 市民等の利用に支障が生じることのないよう、常に管理・保守維持に努めるよ

う、点検を行うこと。 

② 必要とされる備品の調達や更新については、原則、羽曳野市の負担とする。なお、

委託料により備品を購入した場合、備品は羽曳野市に属するものとし、それ以外に
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指定管理者の費用で管理に必要として調達した備品は、指定管理者に属する。 

③ 備品の購入（寄附等に係るものを含む。）及び廃棄は、羽曳野市と協議すること。 

指定管理者が調達した備品の廃棄についても、事前に羽曳野市と協議すること。 

 

（２）防災及び防犯業務等 

  ア 火災や地震、風水害等の自然災害が発生した場合に備えて、マニュアルを含む消

防・防災計画を定めること。そして、発生時には、計画等に基づき、羽曳野市、その

他医療等関係機関に通報し、緊密な連携の下で利用者等の避難誘導や疾病者の救護

等、安全確保に全力で取り組み、あわせて被害の最小化にも努めることとする。平常

時においても、避難経路の周知徹底や定期的な防災訓練等を行うものとする。 

  イ 災害等の緊急事態が発生した場合には、被害が最小になるよう迅速かつ最善の対応

をとるとともに、直ちに羽曳野市に報告すること。 

  ウ 本施設の利用者等の急な疾病や事故、不審者の侵入等の緊急・非常事態に備え、対

応マニュアルを定めるとともに、発生時には、直ちに羽曳野市その他関係機関に通報

の上、連携しながら、マニュアルに沿った迅速かつ的確な対応を行うこと。 

  エ 本施設は、地震や災害等により大規模な火災等が発生した場合の広域避難場所とな

っており、災害対策本部等が設置された非常災害時には、地域住民及び利用者の避

難、誘導、安全確保等適切な処置を講じた上、羽曳野市の指示に従い、的確に対応す

ること。 

  オ 適宜巡回し、利用状況の適否等につき監視するとともに、不審者等の発見及び排除に

努めること。 

（３）駐車場（場内・場外）の警備に関すること。 

    駐車場の警備については、羽曳野市、大阪南農業協同組合、羽曳野市商工会、南大

阪食肉卸商業協同組合の４者が協力して交通警備員の配置を行っていることから、指

定管理者、大阪南農業協同組合、羽曳野市商工会、南大阪食肉卸商業協同組合と協議

の上、円滑な駐車場利用ができるよう人員を配置すること。なお、現在、羽曳野市が

配置している交通警備員の人数は、平日は場内に２人、休日は場内に３人、場外に１

人である。他２者が配置している交通警備員の人数は、平日は場内に３人、休日は場

内に５人、場外に２人であり、それぞれの交通警備員配置の委託先は同一である。 

（４）社員・職員の配置等に関すること 

  ア 指定管理業務について、総括的な責任をもち、利用者に対し施設を代表する常勤の

管理責任者を１名「駅長」として配置すること。 

  イ 管理責任者を代理する常勤の職員を配置すること。 

  ウ 消防計画に基づく防火管理者を指定し、職員の配置を行うこと。 

  エ 職員に業務の実施に必要な研修を実施すること。 

オ 本施設を利用する者の要望に応えつつ、きめ細かなサービスが行き届くよう、又、事

故等の未然防止や緊急・非常事態への迅速かつ的確な対応がとれるよう必要な人員を確

保するとともに、業務を効率的かつ効果的に行うための適正な人員配置による業務執行

体制を整えること。 

カ 管理運営に係る全職員の勤務形態等については、労働基準法等労働法令を遵守し、

管理運営に支障のないようにすること。 

 

９．施設の利用承認等に関する業務 

  ア 施設利用の相談及び案内 

  イ 施設の利用申込・予約受付及び利用の承認又は不承認 

  ウ 利用承認等の条件の変更、施設の利用の停止の命令又は利用承認等の取り消し 

  エ 施設利用に伴う市減免規定の適用の承認又は不承認 

  オ 入園（場）の制限その他施設の秩序維持に関すること。 

 

10．管理施設の利用に係る利用料金等の徴収に関する業務 
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（１）利用料金の徴収 

バーベキュー広場の利用料金は、原則として、利用日当日に施設で直接、徴収する。 

（２）利用料金の還付に関すること。 

 

11．道の駅に関する業務 

（１）全国「道の駅」連絡会、近畿「道の駅」連絡会に加入し、全体の機能と魅力を高める

ため、相互に連携し協力すること。 

（２）大阪府「道の駅」駅長会議に出席し、利用者の利便性を向上させるため、実務運営等

に関する情報交換、連絡等を行うこと。また、駅長会代表となったときには、近畿

「道の駅」駅長会議に出席し、より一層の「道の駅」の発展を目指すことにより、地

域活性化に貢献するものとする。 

（３）地域の独自性を活かした交流機能を持つ拠点施設として、地域とともに個性豊かな賑

わいの場をつくりだすことに努めること。さらに、「２．本施設の管理業務に関する

基本方針」（９）の位置づけを踏まえた事業の展開による魅力向上に努めること。 

（４）「道の駅」の情報発信に努めること。 

（５）既存のデジタルサイネージやキヨスク端末の情報の編集管理を行うこと。 

 

12．管理業務に付随する業務 

（１）事業計画 

   指定管理者は、毎年度羽曳野市が指定する期日までに管理運営に関する事業計画書を

作成し、羽曳野市に提出すること。 

（２）事業報告 

   指定管理者は、以下の報告書類を協定で定めるところにより提出するほか、羽曳野市

が要求する報告書類については、適宜提出すること。 

  ア 毎年度終了後に提出する報告書類 

① 当該年度の管理業務の実施報告書（施設利用状況その他業務仕様書で定めた報告

書） 

② 当該年度の管理に係る収支決算書 

③ 当該年度の団体の経営状況を説明する書類（収支（損益）計算書、賃借対照表等） 

  イ 四半期ごと、終了後に提出する報告書類 

    当該月の管理業務の実施状況報告書（施設利用状況等報告書その他業務仕様書で定

めた報告書） 

（３）広報業務 

  ア 指定管理者は、必要に応じて羽曳野市と連携しながら、ホームページや印刷物など

様々な広報媒体により、積極的に本施設のＰＲ及び情報提供に努めること。 

  イ 公共的行政サービスに資する情報紙等の掲示及び市広報物等の配架を行い、その期

限を管理すること。 

（４）人材の育成 

   管理業務の従事者に対して業務上必要とされる研修、指導教育を実施し、管理に支障

が及ばないよう万全を期すること。また、常に清潔な服装を着用し、名札をつけさせる

こと。 

（５）利用者等の要望・苦情処理 

   施設の管理に関する利用者その他の市民からの要望、苦情等は、指定管理者において

迅速かつ適切に対応し、その解決に努めるとともに、速やかに羽曳野市に報告するこ

と。また、羽曳野市になされた要望、苦情等の対応上必要と認めるときは、羽曳野市

は、指定管理者に対し報告を求め、現地を調査し、又は必要な指示を行う。 

（６）利用者の意見・要望の把握及び業務の改善 

   指定管理者は、利用者及び来場者、地域住民等から直接意見、要望を聞く機会を定期的

に設けることなどにより、業務の改善及び本施設の管理運営に反映するよう努めること。 

   なお、業務改善状況については、随時、羽曳野市に報告すること。また、適宜業務評
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価を実施し、業務の改善に努めること。 

（７）個人情報の保護について 

   指定管理者は、業務の処理に当たっては、個人情報保護の重要性を認識し、個人の権

利利益を侵害することのないよう、個人情報の適切な管理及び安全保護を図るための必

要な措置を講じるとともに、個人情報保護に関する羽曳野市の施策に協力すること。ま

た、業務従事者に対して、個人情報保護の意識を向上させるための教育を定期的に実施

すること。 

（８）羽曳野市及び関係機関との連絡調整 

  ア 羽曳野市との連絡調整 

    管理業務は、羽曳野市と締結する協定書に基づき実施するが、協定書に定めない事

項及び管理上疑義を生じた場合は、羽曳野市と協議の上これを決定する。 

    なお、施設の管理運営に係る各種規程、要綱、マニュアル等を作成する場合は、羽

曳野市と協議すること。 

    また、羽曳野市が本業務を円滑に実施するために、情報交換や業務の連絡調整会議

を開催する時は、指定管理者は必ず参加すること。 

  イ 本施設内にて店舗の運営を行う大阪南農業協同組合、羽曳野市商工会、南大阪食肉

卸商業協同組合との連絡調整 

    本施設の管理運営を行うにあたり、指定管理者、羽曳野市、大阪南農業協同組合、

羽曳野市商工会、南大阪食肉卸商業協同組合との連携は重要であるので、情報交換や

業務の連絡調整を必ず行うこと。また、定期的な連絡調整会議を開催すること。 

  ウ 関係機関との連携及び連絡調整 

    施設の管理業務の遂行に当たっては、市内公共施設管理者、利用者団体、地元自治

会・町会、近隣住民等との良好な関係を維持するとともに、必要に応じて連携及び連

絡調整を行うこと。 

（９）羽曳野市及び羽曳野市教育委員会等が実施する事業への協力 

   羽曳野市及び羽曳野市教育委員会が実施する事業への支援・協力を積極的に実施する

こと。 

（10）開業準備及び引継業務 

  ア 指定管理者は、指定管理業務開始前において、羽曳野市から業務引継を受け、本業

務の実施に必要な資格者及び人材を確保し、業務従事予定者に対して必要な研修を行

い、業務を習得させること。 

イ 必要書類作成、各種印刷物作成等を行い、万全な開業準備を行うこと。 

ウ 開業準備（研修等）に係る費用については、指定管理者の負担とすること。 

  

13．施設内行政許可物件等の取扱い業務 

  指定管理者は、許可物件（広告物等）について、トラブル等が発生した場合は、設置関

係課及び主たる受益者へ通報し適切な措置を講ずること。 

  

14．自主事業として行う業務 

  施設の効果的活用や利用者の利便性の向上を図るため、指定管理者の責任と費用負担に

よる事業（以下「自主事業」という。）を実施すること。ただし、事業計画に基づき実施

することとし、本業務の妨げにならない範囲及び公共性に配慮した事業であること。 

 

15．経費等について 

（１）管理運営等に係る経費 

   本施設の利用料金については指定管理者の収入とし、羽曳野市からの指定管理料を併

せて管理運営にかかる経費に充てるものとする。なお、指定管理料については、収支計

算書において提案した額とし、年度協定に定める。 

（２）経費の支払い及び管理 

  ア 指定管理料については、会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）毎に支払
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う。支払い時期や額、方法は協定にて定める。 

  イ 施設の管理に係る専用口座で管理すること。 

（３）事業報告 

指定管理者は、毎年度（会計年度）終了後５０日以内に、管理運営業務の実施状況、施

設の利用状況（施設別、月別利用者数、件数等）、自主事業の実施状況、利用料金収入の実

績並びに管理運営業務及び自主事業に要した収支状況などの事項を記載した事業報告書

を羽曳野市に提出するほか、管理運営の状況について、羽曳野市が指定した方法により定

期的に報告すること。 

（４）税について 

指定管理者は、会社等の法人に係る市民税、指定管理者が設置した償却資産に係る固定

資産税等の納税義務者となる場合があり、詳しくは、羽曳野市市民生活部税務課に問い合

わせること。納税義務者となる場合には所要額を管理運営経費に計上すること。 

なお、事業を行う者にかかる事業所税については、課税されない。また、国税について

は税務署に、府税については府税事務所に問い合わせすること。 

16．指定管理者に対する監督 

（１）モニタリング 

   羽曳野市並びに指定管理者は、施設の管理運営が適正に行われているかを確認するた

め、次のとおりモニタリングを実施する。詳細は、羽曳野市と指定管理者で締結する協

定書で定める。 

  ア モニタリングの方法 

① 指定管理者による業務内容の確認 

指定管理者は、利用者アンケート調査の実施や、前記の利用者及び来場者、地域

住民等から直接意見、要望を聞く機会を定期的に設けることなどにより、意見や要

望の把握に努めるものとする。これらにより把握した意見等を踏まえ、業務に対す

る自己評価を行い、その結果を事業報告書にまとめ羽曳野市に提出する。 

また、指定管理者は、この事業報告書に加え、羽曳野市が求める、業務内容の確

認に必要な各種報告書を、羽曳野市が指定する期日までに提出するものとする。 

② 羽曳野市による業務内容の確認 

羽曳野市は、指定管理者から提出された各種報告書等により、指定管理者の業務の

実施状況が、羽曳野市と指定管理者が締結する協定書及び仕様書に定められた基準を

満たし、適正かつ確実にサービスが提供されているかを確認する。 

また、羽曳野市は、指定管理者に事前に通知した上で、施設の管理運営や経理の状

況に関して説明を求め、又は施設内において、管理運営等の状況を確認することがで

きる。 

③ 評価の実施 

原則、指定期間の２年目、４年目において、「指定管理者制度導入施設におけるモ

ニタリング実施要領（以下「モニタリング実施要領」という。）」に基づき、業務の

評価を実施し、羽曳野市は評価結果を公表する。 

協定書、仕様書及び指定管理者より応募時に提出された事業計画書等に定める各

種の内容を評価項目・評価指標とし、指定管理者による１次評価、羽曳野市による

２次評価を経て、最終、羽曳野市指定管理者選定等委員会が総合評価を行うことと

する。 

（２）業務基準を満たしていない場合の措置 

ア 羽曳野市からの改善指示並びに指定管理者による業務改善の報告 

前記（１）③における各次の評価並びに総合評価の結果、指定管理者の業務が基準を

満たしていない場合、モニタリング実施要領に基づき、羽曳野市は指定管理者に対して

改善の指示を行い、指定管理者から対応結果の報告を求めるものとする。 

イ 羽曳野市の指示に従わないときの措置 

羽曳野市は、指定管理者が羽曳野市の指示に従わないとき、又はその他当該指定管

理者による管理を継続することが適当でないと判断するときは、その指定を取り消
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し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

 

17．情報公開 

  不特定多数の者が利用する公共施設の管理であることを認識し、羽曳野市情報公開条

例、関係法令等を準用し、その管理運営についての透明性を高めるよう努めること。 

 

18．障害者差別解消に係る配慮 

  指定管理者は、管理業務を行うに当たり、障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律（平成25年法律第65号）に定めるもののほか、羽曳野市における障害を理由とする差

別の解消の推進に関する対応要領に準じて、合理的配慮の提供その他障害者に対する適切

な対応を行うこと。 

 

19．業務の委託等 

（１）専門的な技術や特定の資格などを要する業務については、第三者に委託することがで

きる。ただし、利用の承認及び指定管理者が行う業務を一括して第三者に委託してはな

らない。 

（２）指定管理者が第三者に業務の一部を再委託する場合、又は修繕、役務の提供、物品の購

入その他（以下「委託等」という。）を発注する場合において、羽曳野市暴力団排除条例（平

成 24年羽曳野市条例第 17 号。以下「暴排条例」という。）第８条各号の規定に基づき、暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第６号に

規定する暴力団員及び暴排条例第２条第３号に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団

員等」という。）に該当する者を契約の相手方としてはならない。また、発注後に暴力団員

等であることが判明したときは、指定管理者は直ちに契約を解除しなければならない。 

（３）指定管理者が前記（２）において当該第三者との契約解除についての羽曳野市からの求

めを拒否した場合には、指定を取り消すものとする。 

（４）羽曳野市は、指定管理者に対し、暴排条例第９条第２項の規定により、指定管理者と第

三者との委託等の契約金額が５００万円以上である場合、暴力団員等でない旨を表明した

誓約書（様式第８号）を第三者から徴取し、羽曳野市に提出するよう求めるものとする。

ただし、第三者からは、羽曳野市の出資比率が２分の１以上を占める法人（株式会社みの

りの里、有限会社はびきのエル・エス、社会福祉法人羽曳野市社会福祉協議会、一般財団

法人大阪はびきの観光局）及び公益社団法人羽曳野市シルバー人材センターを除くものと

する。 

（５）羽曳野市は、指定管理者が前記（４）で定める誓約書を提出しないときは、当該第三者

と契約を締結しないよう取り扱うものとする。 

（６）指定管理者は、指定によって生じる権利及び義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ

又はその権利を担保に供してはならない。 

 

20．損害賠償責任等 

（１）第三者への賠償 

 指定管理者は、指定管理者の故意または過失によって、羽曳野市又は第三者に損害を 

与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（２）保険 

指定管理者は自らのリスクに対応して、自らの負担において必要に応じて保険に加入す

ること。なお、指定管理者は、市が加入する「全国市長会 市民総合賠償補償保険」の被保

険者とみなされる。指定管理者が対象者となる賠償責任保険の内容は、次のとおり。 

《賠償責任保険の内容》 

支払限度額 身体賠償 （１名につき）   １億円 

（１事故につき）  １０億円 

財物賠償 （１事故につき）  ２千万円 

免責金額 （１事故につき）  なし 
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※施設内で指定管理者が独自の事業を運営する場合には、その運営上もたらされる賠償 

責任は、その指定管理者が負うものとし、全国市長会市民総合賠償補償保険は適用され 

ない。 

 

21．長期休園（場）を伴う改修工事等の実施 

  本施設において、羽曳野市が改修工事を実施することとなった場合等、その間施設の一

部又は全部の供用を停止することがある。その場合、事前に羽曳野市と指定管理者の間で

供用の停止期間中における施設の運営及び管理に係る事項について協議の上、決定するも

のとする。 

 

22．リスクの分担 

  リスクの分担については、別表２のとおりとする。 

 

23．その他の管理運営 

  羽曳野市は、本施設の管理運営に関して、ネーミングライツの導入など、指定管理者制

度とは別に、市として取り扱いを定めることができる。 

 

24．関連施設の業務委託 

本市が登録を受けた「道の駅しらとりの郷・羽曳野」内の「簡易パーキングエリア」に

関しては、運営上及び効率性の上で、一体的な管理が必要であることから、本市と指定管

理者の間において、別途、道の駅しらとりの郷羽曳野簡易パーキングエリア管理業務委託

契約を締結する予定です。 

 

25．協議 

  指定管理者による業務内容及び処理について疑義が生じた場合、又は本仕様書の定める

事項に変更の必要や定めのない事項が生じた場合、その他施設の形状や用途を変更しよう

とするときなどにおいては、羽曳野市並びに指定管理者において誠意をもって協議の上、

決定するものとする。 
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別表１ 施設及び設備等の保守管理業務 

業務名 業務の主な内容 点検回数 

 建築設備点検 異常や劣化の点検 適 宜 

 機械警備業務 閉館後及び休場日の機械警備業務 毎 日 

 清掃業務 屋内屋外清掃 毎 日 

 貯水槽清掃点検業務 清掃、異常や劣化等の点検、水質検査含む 年２回 

 駐車場機器保守（ゲート） 異常や劣化等の保守点検 年 2回 

 芝生管理業務 芝刈り、除草、肥料散布等 適 宜 

 植栽管理 除草、剪定、施肥、薬剤散布、補植等 適 宜 

 害虫駆除 害虫発生時（蜂の巣など）の駆除 適 宜 

 遊具保守点検 異常や劣化等の点検 適 宜 

 照明設備保守点検 異常や劣化等の点検、時間設定解除 適 宜 

 自動散水装置保守点検 異常や劣化の点検、 適 宜 

 ぶどう管理業務 ぶどう棚棟のぶどうの栽培管理 適 宜 

    

 ※官公庁等への届出書類の作成、点検記録簿・作業日誌等の作成を含む。  

 
※法令等の規定がある場合は、それぞれ資格を有する者に従事させることと

する。 
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別表２ リスク分担表                                                                   

種  類 内     容 
負担者 

羽曳野市 指定管理者 

物価変動 人件費、物件費等の物価変動に伴う経費の増  ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

地域住民及び

施設利用者へ

の対応 

地域住民との協調  ○ 

指定管理業務の内容に対する住民及び施設利用者からの苦情、

要望への対応 
 ○ 

上記以外 ○  

法令等の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更による経費の増 ○  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更による経費の増  ○ 

税制度の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ○  

一般的な税制変更  ○ 

政治・行政的理

由による事業

変更 

政治、行政的理由から、施設の管理運営業務の継続に支障が生

じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場合における

経費及びその後の維持管理経費の増 

○  

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動

その他の羽曳野市又は指定管理者のいずれの責めにも帰する

ことのできない自然又は人為的な現象）に伴う、施設、設備の

修復による経費の増及び業務履行不能 

○  

書類の誤り 仕様書等羽曳野市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

事業計画書や消防防災計画、マニュアル等、指定管理者が提案・

作成した書類誤りによるもの 
 ○ 

協定書の誤りによるもの ○ ○ 

資金調達 羽曳野市から指定管理者への支払遅延により生じた事由 ○  

指定管理者から再委託業者への支払遅延により生じた事由  ○ 

施設・設備の損

傷 

指定管理者の故意または重大な過失によるもの  ○ 

施設・設備の設計・構造上の原因によるもの ○  

上記以外の経年劣化、第三者の行為で相手方が特定できないも

の（１件 20 万円以下の小規模なもので、かつ年度内の執行累

計金額が100万円未満の場合） 

 ○ 

上記以外の経年劣化、第三者の行為で相手方が特定できないも

の（上記以外） 
○  

資料・備品等の

損傷 

管理者として注意義務を怠ったことによるもの  ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（小

規模なもの） 
 ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（上

記以外） 
○  

指定管理者が独自に調達した備品の修繕等の機能回復  ○ 

利用者及び第

三者への賠償 

管理者としての注意義務を怠ったことによるもの  ○ 

上記以外の事由により損害を与えた場合 ○  

損害保険 

 

施設の設置・管理上に関わる賠償責任保険 ○  

施設の管理運営上に関わる賠償責任保険  ○ 

セキュリティ 管理運営業務上の瑕疵による情報漏洩、犯罪発生等  ○ 

指定期間満了

時等の費用 

指定期間が満了した場合又は指定の取り消しにより業務を中

止した場合における事業者の撤収費用 
 ○ 

※本表に定める事項で疑義がある場合または本表に定めのないものについては、羽曳野市

と指定管理者が協議の上、決定する。 
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羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場 

指定管理者業務仕様書 

 

羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場の指定管理者が行う業務の内容及びその

範囲は、この仕様書による。 

 

１．趣旨 

 この仕様書は、羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場条例（平成21年羽曳野市

条例第31号）及び、羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場条例施行規則（平成22

年羽曳野市教育委員会規則第６号）に定めるもののほか、指定管理者が行う業務の詳細につい

て定めるものとする。 

 

２．本施設の管理運営業務に関する基本方針 

  本施設の管理運営に当たっては、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）の規定に基づき、

次の基本方針に沿って行うこと。 

（１） 適宜巡回し、利用状況の適否等につき監視するとともに、不審者等の発見及び排除に

努めること。 

（２） 施設、工作物及び備品等について定期的に点検し、修理や取り替え等について適切な

措置を講じること。 

（３） 施設利用者の公平性を確保すること。 

（４） 施設利用者に対しては、親切丁寧を旨とし、対応に十分注意すること。 

（５） 魅力ある事業を実施し、市民サービスの向上に努めること。 

（６） 利用者や地域住民のニーズを常に把握し、施設の管理運営に反映させること。 

（７） 最少の経費で最大の効果を挙げるよう、適正かつ、効率的な管理運営に努めること。 

（８） 施設利用者の安全確保を第一とし、快適な施設であることに努めること。 

（９） ゴミ減量化や省エネルギ－の推進、CO2 削減等環境に配慮した運営を行うこと。 

（10） 障害者等就職困難者の雇用等に配慮すること。 

（11） 施設の従事職員の資質や技能向上のため、人権、接遇、危機管理等各種の研修及び指 

導教育を定期的に行うこと。 

 

３．本施設の概要 

（１） 羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場 

    所在地   羽曳野市羽曳が丘９丁目 35－１ 

    開始年月  平成 22年４月 

    施設概要  敷地面積  14,721.07 ㎡ 

    駐車場   63 台（うち、身障者用駐車スペース２台） 

        駐輪場   30 台 

    施設内容  グラウンド・ゴルフコース 

全３コース（24 ホール） 芝生面積：8,450 ㎡ 

                    西コース（８コース） 

                    東コース（８コース） 

北コース（８コース） 

練習場 

          管理棟       建築面積：116.64 ㎡ 

延床面積：102.93 ㎡ 

          事務室・多目的談話室・トイレ・倉庫 

    その他   災害発生時は一時避難場所として指定（市地域防災計画） 

  

４．開場時間及び休場日 
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本施設の開場時間及び休場日は次の表のとおりとする。ただし、指定管理者が、市民サー

ビスの向上、利用者の利便性の向上に有効と判断するときは、市長の承認を得て、臨時に休

場し、又は臨時に開場することができる。 

開場時間 休場日 

午前９時から午後５時まで 

５月から８月末は午前７時から午後７時まで 

毎週木曜日（木曜日が祝日の場合は翌日） 

12 月 29 日から翌年１月３日まで 

 

５．利用料金 

  利用料金の額は、羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場条例に記載の額の範

囲内において、あらかじめ指定管理者が市長の承認を得て定めるものとする。 

 

６．指定期間 

  令和９年４月１日から令和 12年３月 31日までとする。（３年間） 

※指定期間内であっても、管理を継続できないと判断したときは、指定を取り消すことがあ

る。 

 

７．法令等の遵守 

  本施設の管理に当たっては、本仕様書のほか、以下の関係法令・市条例等を遵守し、適正

な管理を行うこと。 

（１）羽曳野市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成17年羽曳野市条例第

30号） 

（２）羽曳野市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成17年羽曳野

市教育委員会規則第５号） 

（３）羽曳野市指定管理者制度導入指針 

（４）羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場条例 

（５）羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場条例施行規則 

（６）羽曳野市財務規則（平成５年羽曳野市規則第24号） 

（７）羽曳野市行政手続条例（平成13年羽曳野市条例第27号） 

（８）羽曳野市情報公開条例（平成12年羽曳野市条例第42号） 

（９）羽曳野市公文書管理規程（令和７年羽曳野市訓令第２号） 

（10）羽曳野市暴力団排除条例（平成24年羽曳野市条例第17号） 

（11）羽曳野市暴力団排除条例施行規則（平成24年羽曳野市規則第16号） 

（12）羽曳野市地域防災計画 

（13）その他関係法令 

 

８．施設の維持管理に関する業務 

（１）施設、設備等の維持及び管理 

  ア 施設、設備の維持及び管理（保守管理業務に係る詳細は別表１のとおり） 

① 地域住民等が安全かつ快適に利用できるよう、適切な施設の案内、不審者・不審物 

及び危険箇所の排除や混雑時の入館制限等秩序の維持、衛生的環境の向上並びに火災 

・盗難等の事故・事件の予防などの徹底に努めること。 

② 指定管理者は、施設、設備及び備品の定期・定時の点検や巡回等を通じて、不具合の

早期発見をはじめ適正管理に努めること。 

施設、設備及び備品（以下「施設、設備等」という。）に破損・故障等の不具合が生

じたときには、当該修繕にかかる費用の多少にかかわらず、その都度、速やかに羽曳野

市に報告するとともに、修繕実施の要否を協議し、決定するものとする。なお、業者選

定にあたっては、安全性、費用面双方の観点から十分に精査すること。 

その他、指定管理者は、修繕台帳（修繕日、修繕箇所、修繕内容、支出額、個所写真、

その他必要事項）を整備し、毎月終了後、速やかに前月の修繕実績及び施設、設備等に
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おける不具合等留意事項を羽曳野市に報告すること。 

③ 指定管理者が行う修繕は、１件あたり ２０万円以下のものとし、当該修繕の年度内

累計額が３０万円（余剰金については精算）に達するまでは管理運営経費として、指定

管理者が指定管理者の費用と責任において実施するものとする。 

また、年度の途中において、当該累計額を超過する見通しとなったときには、速やか

に羽曳野市と、年度末までの執行についての対応を協議するものとする。なお、特別な

施設の修繕、建物の設備の更新等に係る事項については、別途、羽曳野市と協議し、密

接な連携の下での円滑な管理運営に資することとする。 

④ 指定管理者の費用で管理に必要として調達した備品（下記「イ備品管理」の②後段に

該当するもの）の不具合に伴う修繕等機能回復にかかる費用は、指定管理者が負担するも

のとする。 

    

 イ 備品管理（備品は別途掲示） 

① 市民等の利用に支障が生じることのないよう、常に管理・保守維持に努めるよう、

点検を行うこと。 

② 必要とされる備品の調達や更新については、原則、羽曳野市の負担とする 

③ 委託料により備品を購入した場合、備品は羽曳野市に属するものとし、それ以外に

指定管理者の費用で管理に必要として調達した備品は、指定管理者に属する。 

④ 備品の購入（寄附等に係るものを含む。）及び廃棄は、羽曳野市と協議すること。 

指定管理者が調達した備品の廃棄についても、事前に羽曳野市と協議すること。 

 

（２）防災及び防犯業務等 

  ア 火災や地震、風水害等の自然災害が発生した場合に備えて、マニュアルを含む消防・

防災計画を定めること。そして、発生時には、計画等に基づき、羽曳野市、その他医療

等関係機関に通報し、緊密な連携の下で利用者等の避難誘導や疾病者の救護等、安全確

保に全力で取り組み、あわせて被害の最小化にも努めることとする。平常時においても、

避難経路の周知徹底や定期的な防災訓練等を行うものとする。 

  イ 災害等の緊急事態が発生した場合には、被害が最小になるよう迅速かつ最善の対応を

とるとともに、直ちに羽曳野市に報告すること。 

  ウ 本施設の利用者等の急な疾病や事故、不審者の侵入等の緊急・非常事態に備え、対応

マニュアルを定めるとともに、発生時には、直ちに羽曳野市その他関係機関に通報の上、

連携しながら、マニュアルに沿った迅速かつ的確な対応を行うこと。 

  エ 本施設は、一時避難場所として指定されていることから、地震や風水害等、大規模災

害時による避難措置の際には、羽曳野市の指示に従い的確に対応すること。 

 

（３）社員・職員の配置等に関すること 

  ア 指定管理業務について、総括的な責任をもち、利用者に対し施設を代表する常勤の統

括管理責任者を１名配置すること。 

  イ 管理責任者を代理する常勤の職員を配置すること。 

ウ 本施設を利用する者の要望に応えつつ、きめ細かなサービスが行き届くよう、又、事

故等の未然防止や緊急・非常事態への迅速かつ的確な対応がとれるよう必要な人員を確

保するとともに、業務を効率的かつ効果的に行うための適正な人員配置による業務執行

体制を整えること。 

エ 業務に必要な知識等を習得させるための研修等を実施すること。 

オ 社員・職員の勤務形態等については、労働基準法等労働法令を遵守し、管理運営に支

障のないようにすること。 

 

９．施設の利用承認等に関する業務 

  ア 施設利用に関する案内 

  イ 施設利用申込による利用承認又は不承認 
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  ウ 施設利用時における特別の設備等を設置、又は特殊な物件を搬入しようとするときの

当該行為の承認又は不承認 

  エ 利用承認等の条件の変更、利用の停止命令又は利用承認等の取り消し 

  オ 施設利用に伴う市減免規定適用の承認又は不承認 

  カ 販売行為等の承認又は不承認 

  キ 入場の制限その他施設の秩序維持に関すること。 

 

１０．管理施設の利用に係る利用料金の徴収に関する業務 

（１）利用料金の徴収 

（２）利用料金の還付 

（３）その他、利用人数・利用料金の集計、管理等 

 

１１．管理業務に付随する業務 

（１）事業計画 

   指定管理者は、毎年度羽曳野市が指定する期日までに管理運営に関する事業計画書を作

成し、羽曳野市に提出すること。 

（２）事業報告 

   指定管理者は、以下の報告書類を協定で定めるところにより提出するほか、羽曳野市が

要求する報告書類については、適宜提出すること。 

  ア 毎年度終了後に提出する報告書類 

① 当該年度の管理業務の実施報告書（施設利用状況その他業務仕様書で定めた報告書） 

② 当該年度の管理に係る収支決算書 

③ 当該年度の団体の経営状況を説明する書類（収支（損益）計算書、賃借対照表等） 

  イ 四半期ごと、終了後に提出する報告書類 

    当該月の管理業務の実施状況報告書（施設利用状況等報告書その他業務仕様書で定め

た報告書） 

（３）広報業務 

  ア 指定管理者は、ホームページやポスター、リーフレット等を作成し、施設のＰＲ及び

情報提供を行うこと。 

  イ 行政サービスに資する情報紙等の掲示及び市広報物等の配架に関すること。 

（４）人材の育成 

   管理業務の従事者に対して業務上必要とされる研修、指導教育を実施し、管理に支障が

及ばないよう万全を期すること。また、常に清潔な服装を着用し、名札をつけさせること。 

（５）利用者等の要望・苦情処理 

   施設の管理に関する利用者その他の市民からの要望、苦情等は、指定管理者において迅

速かつ適切に対応し、その解決に努めるとともに、速やかに羽曳野市に報告すること。ま

た、羽曳野市になされた要望、苦情等の対応上必要と認めるときは、羽曳野市は、指定管

理者に対し報告を求め、現地を調査し、又は必要な指示を行う。 

（６）利用者の意見・要望の把握及び業務の改善 

   指定管理者は、利用者及び来場者、地域住民等から直接意見、要望を聞く機会を定期的

に設けることなどにより、業務の改善及び本施設の管理運営に反映するよう努めること。 

   なお、業務改善状況については、随時、羽曳野市に報告すること。また、適宜業務評価

を実施し、業務の改善に努めること。 

（７）個人情報の保護について 

   指定管理者は、業務の処理に当たっては、個人情報保護の重要性を認識し、個人の権利

利益を侵害することのないよう、個人情報の適切な管理及び安全保護を図るための必要な

措置を講じるとともに、個人情報保護に関する羽曳野市の施策に協力すること。また、業

務従事者に対して、個人情報保護の意識を向上させるための教育を定期的に実施すること。 

（８）羽曳野市及び関係機関との連絡調整 

  ア 羽曳野市との連絡調整 
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    管理業務は、羽曳野市と締結する協定書に基づき実施するが、協定書に定めない事項

及び管理上疑義を生じた場合は、羽曳野市と協議の上これを決定する。 

    なお、施設の管理運営に係る各種規程、要綱、マニュアル等を作成する場合は、羽曳

野市と協議すること。 

    また、羽曳野市が本業務を円滑に実施するために、情報交換や業務の連絡調整会議を

開催する時は、指定管理者は必ず参加すること。 

  イ 関係機関との連携及び連絡調整 

    施設の管理業務の遂行に当たっては、市内公共施設管理者、利用者団体、地元自治会・

町会、近隣住民等との良好な関係を維持するとともに、必要に応じて連携及び連絡調整

を行うこと。 

（９）羽曳野市及び羽曳野市教育委員会が実施する事業等への協力 

羽曳野市及び羽曳野市教育委員会が実施する事業等に対して支援・協力すること。 

（10）大会及びイベント実施業務 

   羽曳野市及び羽曳野市教育委員会が実施する別表２に掲げる大会及びイベントの実施

について、関連する業務を行うこと。 

（11）開業準備及び引継業務 

  ア 指定管理者は、指定管理業務開始前において、業務引継を受け、本業務の実施に必要

な資格者及び人材を確保し、業務従事予定者に対して必要な研修を行い、業務を習得さ

せること。 

イ 必要書類作成、各種印刷物作成等を行い、万全な開業準備を行うこと。 

ウ 開業準備（研修等）に係る費用については、指定管理者の負担とすること。 

  エ 指定管理者は、指定期間の満了の日までに、管理物件を現状に回復するとともに、必

要な事項を記載した業務引継書等を作成し、新たな管理者との間で、速やかに業務引継

（保管文書の引継を含む。）を行うこと。また、業務引継の完了を示す書面を取り交わ

し、その写しを羽曳野市に提出すること。 

（12）他のスポーツ施設との連携に関すること 

   施設の連携はもとより、他の指定管理者管理予定施設（羽曳野市立総合スポーツセンタ

ー、羽曳野市立市民体育館（市民体育館屋外テニスコート）、羽曳野市立グレープヒルス

ポーツ公園、羽曳野市立駒ヶ谷テニスコート）及び教育委員会直営施設（羽曳野市立陵南

の森運動広場、羽曳が丘西北公園テニスコート、羽曳野市立石川スポーツ公園、羽曳野市

立中央スポーツ公園、羽曳野市立茶山テニスコート）との協力・連携を図り、利用者サー

ビスの向上を図ること。 

（13）その他スポーツ施設の管理業務に付随する一切の業務 

 

１２．施設内行政許可物件等の取り扱い業務 

  指定管理者は、許可物件（自動販売機等）についての保守・管理に、トラブル等が発生し

た場合は、設置関係課及び主たる受益者へ通報し、適切な処置を講ずること。 

 

１３．自主事業として行う業務 

  施設の効果的活用や利用者の利便性の向上を図るため、指定管理者の責任と費用負担によ

る事業（以下「自主事業」という。）を実施すること。ただし、自主事業については、設置

目的に合致し、本業務の妨げにならない範囲及び公共性に配慮した事業とし、その内容につ

いて事業計画に基づき羽曳野市と協議すること。 

 

１４．経費等について 

（１）管理運営等に係る経費 

   本施設の利用料金については指定管理者の収入とし、羽曳野市からの指定管理者委託料

等を併せて管理運営にかかる経費に充てるものとする。なお、指定管理者委託料等につい

ては、収支計算書において提案した額とし、年度協定に定める。 

（２）経費の支払い及び管理 
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  ア 指定管理料については、会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）毎に支払う。

支払い時期や額、方法は協定にて定める。 

  イ 施設の管理に係る専用口座で管理すること。 

（３） 事業報告 

      指定管理者は、毎年度（会計年度）終了後５０日以内に、管理運営業務の実施状況、 

施設の利用状況（施設別、月別利用者数、件数等）、自主事業の実施状況、利用料金収

入の実績並びに管理運営業務及び自主事業に要した収支状況などの事項を記載した事

業報告書を羽曳野市に提出するほか、管理運営の状況について、羽曳野市が指定した方

法により定期的に報告すること。 

（４） 税について 

      指定管理者は、会社等の法人に係る市民税、指定管理者が設置した償却資産に係る固 

定資産税等の納税義務者となる場合があり、詳しくは、羽曳野市市民生活部税務課に問

い合わせること。納税義務者となる場合には所要額を管理運営経費に計上すること。 

なお、事業を行う者にかかる事業所税については、課税されない。また、国税につい

ては税務署に、府税については府税事務所に問い合わせすること。 

 

１５．指定管理者に対する監督 

（１）モニタリング 

   羽曳野市並びに指定管理者は、施設の管理運営が適正に行われているかを確認するため、

次のとおりモニタリングを実施する。詳細は、羽曳野市と指定管理者で締結する協定書で

定める。 

  ア モニタリングの方法 

① 指定管理者による業務内容の確認 

指定管理者は、利用者アンケート調査の実施や、前記の利用者及び来場者、地域住

民等から直接意見、要望を聞く機会を定期的に設けることなどにより、意見や要望の

把握に努めるものとする。これらにより把握した意見等を踏まえ、業務に対する自己

評価を行い、その結果を事業報告書にまとめ羽曳野市に提出すること。 

また、指定管理者は、この事業報告書に加え、羽曳野市が求める、業務内容の確認

に必要な各種報告書を、羽曳野市が指定する期日までに提出するものとする。 

② 羽曳野市による業務内容の確認 

羽曳野市は、指定管理者から提出された各種報告書等により、指定管理者の業務の

実施状況が、羽曳野市と指定管理者が締結する協定書及び仕様書に定められた基準を

満たし、適正かつ確実にサービスが提供されているかを確認する。 

また、羽曳野市は、指定管理者に事前に通知した上で、施設の管理運営や経理の状

況に関して説明を求め、又は施設内において、管理運営等の状況を確認することがで

きる。 

③ 評価の実施 

原則、指定期間の２年目において、「指定管理者制度導入施設におけるモニタリン

グ実施要領（以下「モニタリング実施要領」という。）」に基づき、業務の評価を実

施し、羽曳野市は評価結果を公表する。 

協定書、仕様書及び指定管理者より応募時に提出された事業計画書等に定める各種

の内容を評価項目・評価指標とし、指定管理者による１次評価、羽曳野市による２次

評価を経て、最終、羽曳野市指定管理者選定等委員会が総合評価を行うこととする。 

（２）業務基準を満たしていない場合の措置 

ア 羽曳野市からの改善指示並びに指定管理者による業務改善の報告 

前記（１）③における各次の評価並びに総合評価の結果、指定管理者の業務が基準を

満たしていない場合、モニタリング実施要領に基づき、羽曳野市は指定管理者に対して

改善の指示を行い、指定管理者から対応結果の報告を求めるものとする。 

イ 羽曳野市の指示に従わないときの措置 

羽曳野市は、指定管理者が羽曳野市の指示に従わないとき、又はその他当該指定管理
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者による管理を継続することが適当でないと判断するときは、その指定を取り消し、又

は期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

 

１６．情報公開 

  不特定多数の者が利用する公共施設の管理であることを認識し、羽曳野市情報公開条例、

関係法令等を準用し、その管理運営についての透明性を高めるよう努めること。 

 

１７．業務の委託等 

（１）専門的な技術や特定の資格などを要する業務については、第三者に委託することができ

る。ただし、利用の承認及び指定管理者が行う業務を一括して第三者に委託してはならな

い。 

（２）指定管理者が第三者に業務の一部を再委託する場合、又は修繕、役務の提供、物品の購

入その他（以下「委託等」という。）を発注する場合において、羽曳野市暴力団排除条例）

（以下「暴排条例」という。）第８条各号の規定に基づき、暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員及び暴排

条例第２条第３号に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当す

る者を契約の相手方としてはならない。また、発注後に暴力団員等であることが判明した

ときは、指定管理者は直ちに契約を解除しなければならない。 

（３）指定管理者が前記（２）において当該第三者との契約解除についての羽曳野市からの求

めを拒否した場合には、指定を取り消すものとする。 

（４）羽曳野市は、指定管理者に対し、暴排条例第９条第２項の規定により、指定管理者と第

三者との委託等の契約金額が５００万円以上である場合、暴力団員等でない旨を表明した

誓約書（様式第８号）を第三者から徴取し、羽曳野市に提出するよう求めるものとする。

ただし、第三者からは、羽曳野市の出資比率が２分の１以上を占める法人（株式会社みの

りの里、有限会社はびきのエル・エス、社会福祉法人羽曳野市社会福祉協議会、一般財団

法人大阪はびきの観光局）及び公益社団法人羽曳野市シルバー人材センターを除くものと

する。 

（５）羽曳野市は、指定管理者が前記（４）で定める誓約書を提出しないときは、当該第三者

と契約を締結しないよう取り扱うものとする。 

（６）指定管理者は、指定によって生じる権利及び義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ

又はその権利を担保に供してはならない。 

 

１８．損害賠償責任等 

（１）第三者への賠償 

 指定管理者は、指定管理者の故意または過失によって、羽曳野市又は第三者に損害を 

与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（２）保険 

 指定管理者は自らのリスクに対応して、自らの負担において必要に応じて保険に加入す 

ること。なお、指定管理者は、市が加入する「全国市長会 市民総合賠償補償保険」の被 

保険者とみなされる。指定管理者が対象者となる賠償責任保険の内容は、次のとおり。 

《賠償責任保険の内容》 

支払限度額 身体賠償 （１名につき）   １億円 

（１事故につき）  １０億円 

財物賠償 （１事故につき）  ２千万円 

免責金額 （１事故につき）  なし 

※施設内で指定管理者が行う自主事業等、独自の事業を運営する場合には、その運営上

もたらされる賠償責任は、その指定管理者が負うものとし、全国市長会市民総合賠償

補償保険は適応されない。 

 

１９. 長期休場を伴う改修工事等の実施 
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  本施設において、羽曳野市が改修工事を実施することとなった場合等、その間施設の一部

又は全部の供用を停止することがある。その場合、事前に羽曳野市と指定管理者の間で供用

の停止期間中における施設の運営及び管理に係る事項について協議の上、決定するものとす

る。 

 

２０．リスクの分担 

  リスクの分担については、別表３のとおりとする。 

 

２１.  その他の管理運営 

  羽曳野市は、本施設の管理運営に関して、ネーミングライツの導入など、指定管理者制度

とは別に、市として取り扱いを定めることができる。 

 

２２．協議 

  指定管理者による業務内容及び処理について疑義が生じた場合、又は本仕様書の定める事

項に変更の必要や定めのない事項が生じた場合、その他施設の形状や用途を変更しようとす

るときなどにおいては、羽曳野市並びに指定管理者において誠意をもって協議の上、決定す

るものとする。 
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別表１ 施設及び設備等の保守管理業務 

業務名 業務の主な内容 点検回数 

 ・塵芥収集業務 ゴミ収集 週２回 

 ・コース管理※ 芝刈り、除草・肥料散布等 通 年 

 ・日常コース管理 散水（スプリンクラー散水）、除草等 適 宜 

 ・植木管理 散水（散水栓からの散水）、剪定、除草等 適 宜 

 ・害虫駆除 害虫発生時（蜂の巣など）の駆除 適 宜 

 ・噴水設備点検業務 異常や劣化等の点検 適 宜 

 ・散水用貯水槽点検業務 異常や劣化等の点検 適 宜 

 ・スプリンクラーポンプ点検 ポンプ・操作盤等の異常や劣化等の点検及び清掃 年１回 

 ・施設内清掃 屋内・屋外外清掃 適 宜 

 ・機械警備 閉場の際の施設機械警備 適 宜 

・官公庁等への届出書類の作成、点検記録簿・作業日誌等の作成を含む。 

・法令等の規定がある場合は、それぞれ資格を有する者に従事させることとする。 

 

※コース管理については、芝生の製造元（種苗品種登録第9209号「ヒメノ」）が刈込み、施肥、

病害虫防除、除草管理等の業務を実施していたことから、同等の管理体制を整えること。 

 【コース管理内容（年間）】 

年
間
芝
生
管
理
作
業 

刈込工（刈高 15mm） フェアウェイ 部分（グリーンモアー利用） 30 回以上 

刈込工（刈高 25mm） ラフ 部分（ロータリーモアー利用） 4 回以上 

施肥工（粒状肥料） 全面散布 6 回以上 

施肥工（液体肥料） フェアウェイ 部分 6 回以上 

液剤散布工 全面散布 5 回以上 

エアレーション フェアウェイ 部分 2 回以上 

バーチカルカット フェアウェイ 部分 2 回以上 

スイーパー フェアウェイ 部分 2 回以上 

目土散布 フェアウェイ 部分 2 回以上 

播種工（オーバーシード） フェアウェイ 部分 1 回 

資
材 

肥料 ① 細粒肥料 適宜（T グリーンズ 20kg/袋） 32 袋 

肥料 ② 液体肥料 適宜（アグロ 1 号 10 ㍑/本） 6 本 

殺菌剤散布 
グラステン水和剤 1ｋｇ/本 

全面散布 適宜 
16 袋 

殺虫剤散布 
スティンガー フロアブル 100cc/本 

全面散布 適宜 
8 本 

殺虫剤散布 
タフ スティンガー フロアブル 100cc/本 

全面散布 適宜 
8 本 

除草剤散布 シバゲン DF 100ｇ/袋 全面散布 適宜 2 袋 

除草剤散布 インプール DF 200ｇ/袋 全面散布 適宜 2 袋 

目砂 目砂 1.5㎜篩洗い砂 フェアウェイ内 適宜 17 トン 

種子 
ペレニアルライグラス 22.5 ㎏／袋 

フェアウェイ内 適宜 
7 袋 
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別表２ 羽曳野市及び羽曳野市教育委員会が実施する大会及びイベント（予定） 

大会・イベント名 開催日（予定） 予備日 

グラウンド・ゴルフコース 

グランドチャンピオン大会 
４月第２金曜日 ４月第３金曜日 

グラウンド・ゴルフコース月例大会 ４月第４金曜日 次週金曜日 

グラウンド・ゴルフコース月例大会 ５月第４金曜日 次週金曜日 

グラウンド・ゴルフコース月例大会 ６月第４金曜日 次週金曜日 

グラウンド・ゴルフコース月例大会 ７月第３金曜日 なし 

グラウンド・ゴルフコース月例大会 ８月第４金曜日 次週金曜日 

グラウンド・ゴルフコース月例大会 ９月第４金曜日 次週金曜日 

グラウンド・ゴルフコース月例大会 10 月第４金曜日 次週金曜日 

３市町（羽曳野市・藤井寺市・太子町） 

ふれあい交流 

グラウンド・ゴルフ大会 

10 月頃 なし 

市長杯グラウンド・ゴルフ大会 11 月頃 次週金曜日 

グラウンド・ゴルフコース月例大会 11 月第４金曜日 次週金曜日 

グラウンド・ゴルフコース月例大会  12 月第３金曜日 次週金曜日 

グラウンド・ゴルフコース月例大会 １月第４金曜日 次週金曜日 

グラウンド・ゴルフコース月例大会 ２月第４金曜日 次週金曜日 

グラウンド・ゴルフコース月例大会 ３月第４金曜日 次週金曜日 

水辺開放イベント 

「水と緑のキッズパーク」 
海の日以降約４０日間 - 

 

備考 

 １．大会については、申込受付、参加費徴収、名簿整理等を行うこと。 

   その他、当日運営については、別途協議すること。 

 

 ２．「水と緑のキッズパーク」実施期間については、資料１ 利用料金一覧（別表2（第7条

関係）を準用するとともに、受付、巡回等による利用者の安全確認、水質管理等を行うこ

と。 

 

 



35 

 

 

別表３ リスク分担表                                                                   

種  類 内     容 
負担者 

羽曳野市 指定管理者 

物価変動 人件費、物件費等の物価変動に伴う経費の増  ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

地域住民及び施

設利用者への対

応 

地域住民との協調  ○ 

指定管理業務の内容に対する住民及び施設利用者からの苦情、要

望への対応 
 ○ 

上記以外 ○  

法令等の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更による経費の増 ○  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更による経費の増  ○ 

税制度の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ○  

一般的な税制変更  ○ 

政治・行政的理

由による事業変

更 

政治、行政的理由から、施設の管理運営業務の継続に支障が生じ

た場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場合における経費

及びその後の維持管理経費の増 

○  

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動そ

の他の羽曳野市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すること

のできない自然又は人為的な現象）に伴う、施設、設備の修復に

よる経費の増及び業務履行不能 

○  

書類の誤り 仕様書等羽曳野市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

事業計画書や消防防災計画、マニュアル等、指定管理者が提案・

作成した書類誤りによるもの 
 ○ 

協定書の誤りによるもの ○ ○ 

資金調達 羽曳野市から指定管理者への支払遅延により生じた事由 ○  

指定管理者から再委託業者への支払遅延により生じた事由  ○ 

施設・設備の損

傷 

指定管理者の故意または重大な過失によるもの  ○ 

施設・設備の設計・構造上の原因によるもの ○  

上記以外の経年劣化、第三者の行為で相手方が特定できないもの

（１件20万円以下の小規模なもので、かつ年度内の執行累計金額

が30万円未満の場合） 

 ○ 

上記以外の経年劣化、第三者の行為で相手方が特定できないもの

（上記以外） 
○  

資料・備品等の

損傷 

管理者として注意義務を怠ったことによるもの  ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（小規

模なもの） 
 ○ 

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（上記

以外） ○  

指定管理者が独自に調達した備品の修繕等の機能回復  ○ 

利用者及び第三

者への賠償 

管理者としての注意義務を怠ったことによるもの  ○ 

上記以外の事由により損害を与えた場合 ○  

損害保険 

 

施設の設置・管理上に関わる賠償責任保険 ○  

施設の管理運営上に関わる賠償責任保険  ○ 

セキュリティ 管理運営業務上の瑕疵による情報漏洩、犯罪発生等  ○ 

指定期間満了時

等の費用 

指定期間が満了した場合又は指定の取り消しにより業務を中止し

た場合における事業者の撤収費用 
 ○ 

※本表に定める事項で疑義がある場合または本表に定めのないものについては、羽曳野市

と指定管理者が協議の上、決定する。 



別紙　管理区域図（健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場）

道の駅

　しらとりの郷羽曳野

主要地方道美原太子線

管理棟駐車場

■凡　例

：管理区域（14721.07㎡）

■駐車場台数　：63台
　　（うち身障者用駐車スペース2台）

■ホール数　：24ホール

自転車置き場

■駐輪場台数　：30台

管理棟 コースの状況1 コースの状況2

：自転車置場

帰路（自動車）

往路（自動車）

羽曳が丘９丁目公園

Ｎ

往路・帰路（自動車）

西コース

東コース

北コース



資料１

羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野　利用料金一覧【令和６年８月１日施行】

単位 料金

１区画１回４時間 1,000円

全面 20,000円

半面 10,000円

1/4面 5,000円

１区画１日 7,500円

※利用料金は、条例で定める範囲内において、あらかじめ指定管理者が市長の承認を得て定めます。

※現在、利用可能な施設はバーベキュー広場１区画１回４時間500円のみですが、

　令和４年４月１日からは上記利用料金（上限額）へ変更されます。

利用施設

１日

しらとりの広場

バーベキュー広場

イベント広場



資料１ 

 

羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場 

利用料金一覧【令和４年４月１日施行】 

別表第1(第7条関係) 

区分 単位 料金 

グラウンド・ゴルフ場 

小人以下 1人1回 250円 

前号に掲げる者以外の者 
1人1回 400円 

回数券(1回券10回分) 3,500円 

グラウンド・ゴルフ用品 

スティック 1本 100円 

ボール 1個 100円 

スティック、ボール 一式 150円 

テント 一式 300円 

放送器具 一式 500円 

備考 

1 「小人」とは、年齢が12歳以下の者(中学校及び義務教育学校の後期課程に在学する者を除く。)

をいう。 

2 単位欄の「1回」とは、24ホールを利用することをいう。 

3 グラウンド・ゴルフ用品、テント及び放送器具の利用料金は、それらを利用する場合に限り、

徴収するものとする。ただし、「小人」及び「障害者(障害者基本法(昭和45年法律第84号)第2

条に規定するものをいう。以下同じ。)」のグラウンド・ゴルフ用品の利用料金は、無料とする。 

4 毎月第一及び第三土曜日(国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規定する休日及

び12月29日から翌年の1月3日までの日を除く。)については、小人(保護者が同伴する場合に限

る。)及び障害者のグラウンド・ゴルフ場の利用料金は、無料とする。 

別表第2(第7条関係) 

区分 単位 料金 

グラウンド・ゴルフ場 
小人以下 1人1回 100円 

前号に掲げる者以外の者 1人1回 200円 

備考 

1 別表第1備考1の規定は、この表についても適用する。 

2 単位欄の「1回」とは、16ホールを利用することをいう。 

3 別表第1に規定する回数券によりグラウンド・ゴルフ場を利用しようとする者については、単

位欄の「1回」とは、グラウンド・ゴルフ場を3時間利用することをいう。この場合における利用

時間の区分は、委員会が別に定める。 

※利用料金は、条例で定める範囲内において、あらかじめ指定管理者が市長の承認を得て定めます。 



収入 （単位：円）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

1,102,900 1,378,950 1,345,700

1,102,900 1,378,950 1,345,700

支出 （単位：円）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

13,418,332 14,664,098 15,991,247

17,122,585 16,907,149 15,991,247

590,023 1,754,140 1,324,819

31,130,940 33,325,387 33,307,313

令和５年度 令和６年度 令和７年度

256 321 320

（参考）「あすかてくるで」及び「タケル館」レジ通過数

令和６年度 令和７年度

422,088 406,396

307,342 302,334

項目

人件費

事業費

資料２

項目

バーベキュー広場
利用料収入

合計

過去３年間の収支決算及び利用状況

【羽曳野市立道の駅しらとりの郷羽曳野】

あすかてくるで（件）

タケル館（件）

その他

合計

バーベキュー広場利用状況

利用件数(件）



収入 （単位：円）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

8,700,600 8,017,650 7,184,050

8,700,600 8,017,650 7,184,050

支出 （単位：円）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

10,843,891 10,911,280 11,862,055

8,106,014 8,771,764 9,564,558

33,900 393,200 628,877

18,983,805 20,076,244 22,055,490

利用状況 （単位：人）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

24,458 21,991 20,172

4,034 4,535 3,907水と緑のキッズパーク

その他

合計

グラウンド・ゴルフ

項目

人件費

事業費

資料２

項目

利用料収入

合計

過去３年間の収支決算及び利用状況

【羽曳野市立健康ふれあいの郷グラウンド・ゴルフ場】


